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第１ はじめに 

憲法２４条２項は，「配偶者の選択，財産権，相続，住居の選定，離婚並びに

婚姻及び家族に関するその他の事項に関しては，法律は，個人の尊厳と両性の

本質的平等に立脚して，制定されなければならない」と定める。 

本件規定は，「配偶者の選択」について，法律上同性である場合に一律機械

的に婚姻の成立を認めないため，本件規定の憲法２４条２項適合性が問題とな

る。 

原告らは，下記のとおり，同性間の婚姻を認めない本件規定は，憲法２４条

２項の趣旨からして憲法２４条１項及び憲法１４条１項に違反すること，並び

に，本件規定が憲法２４条２項それ自体にも違反することを主張する。 

 

第２ 憲法２４条２項の意議  

１ 憲法２４条の趣旨 
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 かつて明治憲法下の日本では，家制度のもと，家族生活における個人の尊

厳が顧みられず，とりわけ女性が低い地位におかれた。日本国憲法は，その

ような家族のあり方が人々に困難を課し，専制政治や悲惨な戦争の一因とな

ったことの反省に立ち，憲法の中核的価値である個人の尊厳（１３条）と両

性の平等（１４条）が，家庭生活の局面で具体化されなければならないこと

を規定した（甲Ａ１５６号証・長谷部恭男編「注釈日本国憲法（２）」（有斐

閣，2017）４９５頁〔川岸令和〕）。 

 それが憲法２４条である。 

同条は，まず，第１項で，個人の尊厳と両性の本質的平等の見地からと

りわけ重要な問題として，婚姻が「両性の合意のみに基いて成立」するこ

とを定め，さらに，第２項で，ひろく家族生活のすべてにおいて，法律が

上記二つの原理に立脚すべきことを立法府の義務として改めて強調した。

（甲Ａ３７号証 渡辺康行ほか「憲法Ⅰ基本権」（日本評論社，2016）４５

７頁も参照〔宍戸常寿〕）。 

２ 憲法２４条１項違反との関係 

憲法２４条２項は，憲法１３条とともに，本件規定の憲法２４条１項適合

性を論じるうえで重要な役割を果たす。 

すなわち，憲法２４条１項は，婚姻の自由を憲法上の権利として保障する。

再婚禁止期間違憲最高裁大法廷判決（最大判平成２７年１２月１６日民集６

９巻８号２４２７頁）も，「婚姻をするかどうか，いつ誰と婚姻をするかに

ついては，当事者間の自由かつ平等な意思決定に委ねられるべきであるとい

う趣旨を明らかにしたもの」であり，この「婚姻をするについての自由」は

「十分尊重に値する」と判示し，他の事由もあわせ考慮し，改正前民法７３

３条１項のいわゆる１００日超過部分を正当化することは困難と述べ，上記

条項の一部違憲判決を下した。 

では，この婚姻の自由が法律上同性同士にも及ぶのか。 

この点，原告らは，憲法は価値の体系であり，すべての人権規定は離れ小

島のようにスタンドアローンで存在するわけではなく，各条項の背後には，

「すべての」人が「個人として尊重される」（憲法１３条前段）という憲法
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の基本原理が母胎として存在し，それが分節化し具体化して個別の人権条項

となるものであること（甲Ａ１５０ 高橋和之『立憲主義と日本国憲法〔第

４版〕』（有斐閣，2017）１４４頁），憲法２４条１項の婚姻の自由も，すべて

の人がその人らしい人生をおくるうえで望む相手と婚姻しうることが不可

欠だからこそ，憲法上の権利に高められたことを論じた。 

そして，人は生き，社会は変化するから，すべての人が個人として尊重さ

れるために確保されるべき法的権利・利益も，社会の変動・変遷に応じて変

化を免れない。人の性の多様性について，古い偏見に何の根拠も無く，性的

指向や性自認によって人を差別し人権を奪うことは許されないとの共通認

識が確立した現代においては，憲法１３条が「すべての国民が個人として尊

重される」という意味も，この新しい共通認識を前提に理解されねばならな

い。 

人と人が性的指向や性自認によってその尊厳において違いが無い以上，異

性について「婚姻をするについての自由」が「十分尊重に値する」その根拠

と必然性は，同性同士にも同様に妥当する。憲法２４条１項の婚姻の自由（婚

姻をするについての自由）の保障は，法律上同性同士にも及ぶと解釈するほ

かない（以上につき訴状２９頁以下，原告ら第３準備書面第２の２（１）（３

頁～），第１の３（８頁乃至９頁），第２の３（３）ア・イ（１５頁～）参照）。

それは，マスメディアの登場で情報の受け手と送り手が分離し，表現の自由

が「知る権利」を包む人権へと展開し，最高裁も石井記者事件から博多駅フ

ィルム事件へと判断を変更してこれを認めた過程そのものである（原告ら第

３準備書面第２の３（３）ウ（２０頁以下））。 

こうして，憲法１３条は，憲法２４条１項を生み出した母胎・基本原理と

して，２４条１項解釈の羅針盤となる。 

これと同様に，憲法１３条をうけ，「個人の尊厳」が家族生活全般に及ぶ

べきことを特に宣明した憲法２４条２項も，婚姻及び家族に関する立法の母

胎かつ基本原理として，憲法１３条とともに，憲法２４条１項の婚姻の自由

が同性にも及ぶか否かを解釈する上で，その指針として重要な意味を持つ。

憲法２４条２項は，憲法１３条において「個人［の］尊重」が謳われている
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にもかかわらず，婚姻及び家族に関する領域において，重ねて「個人の尊厳」

に立脚した立法が必要である旨を述べたものである。この憲法２４条２項の

趣旨に照らせば，同条項は，婚姻に関する本件規定の憲法２４条１項適合性

の審査において，憲法１３条と同様に，憲法２４条１項の婚姻の自由（婚姻

するについての自由）が同性間にも及ぶことを明らかにする。 

こうして，本件規定は，憲法２４条２項の趣旨に照らしても，憲法２４条

１項に違背し違憲である。 

３ 憲法１４条１項違反との関係 

また，憲法１４条１項は法の下の平等を定めているところ，婚姻及び家族

に関する法律について同条項適合性が審査される場合にも，憲法２４条１項

適合性審査におけると同様，憲法２４条２項が，婚姻及び家族に関する法律

における基本原理として，憲法１３条とともに，解釈の指針となる。 

すなわち，憲法１４条１項適合性については，異性カップルには一律に婚

姻を認め，法律上同性の者は一切排除する本件規定の扱いが，合理的な根拠

に基づく差別か否かが問題となるが，その際には，憲法１３条が憲法の基本

原理として個人の尊重をかかげ，さらに，同２４条２項が，法律が個人の尊

厳に立脚すべきことをあらためて強調していることが十分に斟酌される必

要がある。そして，その際には，上記のとおり，社会の変化に応じて個人の

尊厳の意味も変化・発展することが十分に考慮されねばならないのである。 

 ４ 小括 

 以上，憲法２４条２項は，本件規定の憲法２４条１項及び憲法１４条１

項への各適合性審査において，憲法１３条とともにその解釈指針となる。 

そして，上記のとおり，憲法２４条１項及び憲法１４条１項への適合性

について憲法２４条２項を踏まえてなした場合，本件規定はやはりそれぞ

れ違反し違憲である。 

 

第２ 本件規定が憲法２４条２項自体に違背し違憲であること 

１ 憲法２４条２項の裁判規範性 

さらに，憲法２４条２項は，それ自体裁判規範性を有し，本件規定は憲法
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２４条２項自体にも違反し違憲である。 

すなわち，憲法２４条２項は，「配偶者の選択・・・並びに婚姻及び家族に

関するその他の事項」について，法律が「個人の尊厳」に立脚して制定され

なければならない旨定めている。そうだとすれば，ある法律が「個人の尊厳」

に立脚していない場合には，当該法律は，憲法２４条２項自体に反するとい

う意味でも違憲である。 

憲法が，すべての人が「個人として尊重される」ことを定める憲法１３条

に加えて，憲法２４条２項でも，「個人の尊厳」に立脚した立法を求めたの

は，戦前の家族制度のあり方に対する深い反省と，今後は婚姻及び家族に関

する法制において，「個人の尊厳」等が絶対に確保されねばならないという

強い意思を表明するためである（民法２条参照）。 

そうだとすれば，立法府が婚姻及び家族に関して制定した法律は，「個人

の尊厳」の観点から，憲法適合性が不断に問われる必要がある。こうした厳

格な審査を通らなければ，当該法律は，憲法２４条２項にも反して違憲とな

る。 

望む相手と親密な関係を築くこと，そしてそれが社会的に公示・認知され

ることは，人の人格の核心に関わる重要な事柄であり，法律上同性の場合に

婚姻を認めない本件規定は，以下述べるとおり，「個人の尊厳」に立脚して

いるとは到底言うことができず，憲法２４条２項に反し違憲である。 

以下，詳述する。 

２ 被侵害利益が，人の人格の核心に関わる重要な事柄であること 

 第一に，本件規定は，婚姻という人の人格の核心に関わり，また，重要な

権利・利益の享受を否定する。侵害利益の性質に鑑みれば，本件規定は何に

も代えがたい利益を侵害しており，「個人の尊厳」を毀損しているといえる。 

(1) 婚姻が重要な法律上の効果や利益に関わること 

婚姻には，有形，無形さまざまの重要な権利・利益が結び付けられて

いる。それには，ともに歩んだパートナーが死亡した時の配偶者相続権

（民法８９０条），配偶者の税法上の権利・利益，夫婦間の子の父が早

期に確定される嫡出推定の仕組み（民法７７２条１項等）や共同親権，
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離婚の際の財産分与（民法７６８条）や家事手続，わが国で家族として

生活するために不可欠な在留資格（日本人の配偶者），証言拒絶権（民

事訴訟法１９６条，刑事訴訟法１４６条，１４７条，議員証言法４条）

や弁護人選任権（刑事訴訟法３０条２項）など司法手続上の権利等公的

資格，パートナーが死亡した場合の遺族年金や犯罪被害者となった場合

の同給付金などの公的給付といった重要な権利・利益が含まれる。 

それは，国籍と同様，人が社会で生活するための重要な利益に関わり，

時と次第では生存すら左右する「重要な地位」（最大判平成２０年６月

４日国籍法３条違憲訴訟上告審判決）と結びついている。本件規定によ

って，同性カップルは，上記の個々の利益と「地位」を奪われている。 

(2) 婚姻が人間的な感覚・感情や人格に深く関わる事柄であること 

婚姻は，民法が同居・協力・扶助義務を定める（民法７５２条）こと

に表れているように，人と人の人格的で親密な関係を予定し，特に，精

神的・経済的な協力関係に加え，多くの場合に性的つながりを伴うこと

を特徴とする。最高裁判例も，「婚姻の本質は，永続的な精神的及び肉

体的結合を目的として・・共同生活を営むこと」と判示する（最大判昭

和６２年９月２日民集４１巻６号１４２３頁）。 

このようにきわめて人間的で親密な関係を，望む相手との間で築き，

その関係が社会的に公示・認知されることは，人の人生を考えたとき非

常に重要な意味をもつ。「婚姻するかどうか，いつ誰と婚姻をするか」

の選択は，人がその人らしい人生を送る上で譲れない選択であり（憲法

１３条），時として私たちは，自らの存在や人生をかけることを意識す

る。 

このように，本件規定は，人間的な感覚や感情，人格に深く関わる婚

姻という事柄について，自律的決定を奪っている。それは「個人の尊厳」

を深く毀損する。 

３ 侵害の態様が永続的かつ強度であること 

第二に，本件規定は，法律上同性の者同士について，両者がいかに信頼し

あい，長期間親密な関係を持つ意思を有していたとしても，また，実際にそ
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のような関係にあったとしても，婚姻を認めない。 

婚姻の時期や年齢に対する制限とは異なり（民法７３３条，同７３１条ほ

か），婚姻の要件にかかわる制約の中でも，本件規定は，相手の選択という

近代的婚姻の本質に関わる制約である。異性カップル（異性愛者）にとって

は，婚姻の相手を自分で決めることは当然すぎるほど当然のことであるの

に，本件規定は，同性カップル（同性愛者）に対し，その当然の核心的要素

について制約を加えているのである。 

しかも，性的指向を自らの意思で変えることは困難とされるから（甲Ａ３

の２・本文Ⅱ（９頁）），性的指向が同性に向く者は，時がいくら経過しよ

うとも，婚姻をすることは困難であり，人生においてどんな出会いがあろう

ともその人の人生から婚姻する機会そのものが半永久的にはく奪されるの

である。 

本件規定は，人と人が人生の途上で出会い婚姻を選択するという，すぐれ

て人間的で人格の核心に関わる事柄について，同性愛者等から，その理由を

問わず，永続的かつ全面的に，婚姻することそれ自体を奪うものであり，侵

害の強度・深度は極めて甚大である。もし仮に為政者によって法律上異性同

士は婚姻できないという法律が制定されたことを想定してみれば，それがい

かに非人間的で，人の人格を否定し，個人の尊厳を毀損するものかは明らか

である。 

なお，「同性愛者も異性と婚姻することはできるから，婚姻の機会は奪わ

れていない」との反論が一応考えられるが，性愛の対象が同性に向いている

者にとって，異性は婚姻を望む相手とはなりえないから，かかる反論は暴論

ないし詭弁であると言わざるを得ない。 

以上，本件規定は，侵害の態様・程度の観点からしても，同性愛者等の「個

人の尊厳」を著しく侵害するものといえる。 

４ 性的指向・性自認という人格に深くかかわり変更困難な属性によって人

を差別し権利を否定していること 

 本件規定は，法律上同性の者との婚姻を排除する。そのため，上記のとお

り，性的指向が同性に向かう人々から，事実上永久に婚姻の機会を奪う。本
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件規定は，性的指向という属性に基づいて人を差別し権利を奪っている。 

（１）「性的指向とは，性的，情緒的，精神的に男性，女性あるいは双方に

ひかれることを経験する持続的な属性」であり，性的指向には「魅力を

感じること，その表現としての行動，同じ性的指向を持つものどうしの

コミュニティに属することに基づく個人的または社会的なアイデンティ

ティ（自己定義）を含む」（甲Ａ３の１・アミカス意見書「意見本文

Ⅰ」，甲Ａ３の２・８頁）。このような個人の人格とアイデンティティに

関わる属性に基づいて重要な権利を制約し，差別的取扱いをすること

は，人種や出自による差別と同様，当該個人の人格をもっとも深いとこ

ろで傷つける。 

夫婦同氏規定最高裁判決（最大判平成２７年１２月１６日民集 ６９

巻８号２５８６頁）は，憲法２４条２項適合性の審査にあたって，氏を

改めることによる「アイデンティティの喪失感」について検討の対象と

した。このことは，本件規定の憲法２４条２項適合性を審査するにあた

っても，本件規定がもたらすいわば有形の不利益の甚大性とともに，ア

イデンティティの毀損や差別の内面化，自己肯定感の涵養の困難といっ

た人格の内面に関わる侵害についても十分考慮すべきことを示してい

る。 

本項の２で論じた被侵害利益の重大性に加え，個人の人格とアイデンテ

ィティに関わる性的指向という属性によって人を差別し権利を奪うこと

は，「個人の尊厳」を著しく毀損する。 

 （２）また，上記のとおり，性的指向や性自認は，自らの意思で変更するこ

とが困難な属性である。 

国籍法３条違憲訴訟上告審判決（最大判平成２０年６月４日）は，「自

らの意思や努力」で変えることのできない事柄による区別は，「合理性に

ついて慎重な検討が必要」であるとし（理由４（１）最終段落），国籍法

３条 1項は，「子にはどうすることもできない父母の身分行為が行われな

い限り」・・国籍取得を認めないとしている点は，不合理な差別を生じさ

せている（理由４（２）オ）として同条項を違憲とした。また，婚外子法
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定相続分違憲訴訟最高裁決定（最大決平成２５年９月４日）も，「父母が

婚姻関係になかったという，子にとっては自ら選択ないし修正する余地

のない事柄を理由としてその子に不利益を課すことは許されず，子を個

人として尊重し，その権利を保障すべきであるという考えが確立されて

きている」と判示して（同決定・理由３（４）），改正前の民法９００条４

号ただし書前段を違憲とした。 

性的指向が変更困難な属性であるという点でも，そのような属性によっ

て差別し権利を奪うことはなおのこと「個人の尊厳」を著しく毀損する。 

５ 本件規定の存在自体が社会の差別や偏見を維持・強化すること 

 第四に，本件規定は，日本社会で同性愛者等に向けられる差別や偏見を維

持し，また強化し，「個人の尊厳」を著しく毀損している。 

この点，本件原告らについてみても，それぞれ，以下のような苦悩を抱い

て生きてきた。 

① 

 

② 

 

③ 
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④ 

 

原告らは，幼少ないし思春期に住んでいた場所も，その時期を過ごした年

代も，家庭環境も異なるにもかかわらず，性的指向が同性に向くという共通

項を持っていることにより，多感な幼少ないし思春期の時代に，みな一様に，

将来を悲観し，差別感情を内面化する経験をしている。 

そして，原告らがこのような経験をし，このような心情を持つのは，社会

に同性愛者等に対する差別的評価や感情が満ちあふれているからである。そ

れは，甲Ａ２０８で示すように，政治家による差別発言が頻繁になされてい

ることからも容易に理解しうるところであり，このような悪意ある言動によ

って，社会の差別的な意識や感情は，日々再生産されている。 

しかし，社会の差別的な意識や感情を生み出すのは，かかる言動だけでは

ない。それは，法律のあり方とも密接に関わっている。  

すなわち，法のあり方や存在自体が社会の差別意識を生み出すことについ

ては，婚外子相続分差別意見決定（最大決平成２５年９月４日）が，婚外子

の相続分を差別する改正前民法９００条四号ただし書前段について「本件規

定の存在自体がその出生時から嫡出でない子に対する差別意識を生じさせ

かねない」と言及しているところである。この点は，同種事件である最大決

平成７年７月５日民集４９巻７号１７８９頁において，中島敏次郎裁判官ら

反対意見が「本件規定が社会に及ぼしている現実の影響」として詳細に論じ

ていた。すなわち，同意見の論旨にならえば，民法は，国民生活や身分関係

を規定する基本法であり，国家の法として規範性をもち，その内容は，婚姻

に関する基本的観念を表示しているものと理解される。その民法が同性同士
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の関係を，誰もが知る社会の基本的制度である婚姻から排除し，家族として

認めないことは，同性間の関係は保護や尊重に値せず，異性間のそれに比べ

て劣位にあるというメッセージを，法律自身が日々広く発していることを意

味し，上記のような差別意識が社会的に受容・醸成される重要な一原因とな

っている（同反対意見参照）としているのである。 

米国心理学会等専門家団体が，実証的研究の蓄積に基づき作成したアミカ

ス意見書（甲Ａ３の１，２）も， 

「このような州法は，ゲイ・レズビアンの人々から，社会の重要な制

度に参加する機会を奪うことによって，同性の人々による献身的で

親密な関係は，異性どうしの関係に比べて劣位にあるという州とし

ての判断を社会に伝えている。これこそがスティグマ（社会的な否

定的烙印）の本質である。」（甲Ａ３の２・２５頁） 

「これらの法律は，同性に向かう性的指向のまさに核心をなす人との

関係を否定的に価値づけ，適法と扱わないことによって，同性愛に

対して歴史的に課されてきたスティグマを生成し永続化させる」

（同２６頁） 

と指摘する。 

安西文雄「平等保護および政教分離の領域における『メッセージの害悪』

８１頁～８８頁（甲Ａ２０９）においても，法律の在り方や存在自体が，国

民の差別意識・感情を増幅及び助長することを述べているものである。 

本件規定は，同性カップルを劣位のものとして貶め，同性愛者に対する不

平等とスティグマを醸成する役割を不断に果たし，その存在自体が日本中の

同性愛者等の「個人の尊厳」を著しく毀損している。 

 ６ 小括 

以上のとおり，本件規定は，人の人格の核心に関わり，また，生存をも左

右する重要な利益や地位を侵害し，かつ，侵害の態様・程度が永続的かつ強

度である。さらに，本件規定は，その存在自体において社会の差別や偏見を

不断に維持・強化している。 

これらの事情を踏まえれば，本件規定は，憲法２４条２項が規定する「個
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人の尊厳」に立脚した法規定であるとは到底言えず，違憲の評価を受ける。 

 

第３ 本件規定に関して立法裁量が存在しないこと  

前掲再婚禁止期間大法廷違憲判決は，「憲法２４条２項は，・・・婚姻及び家

族に関する事項について，具体的な制度の構築を第一次的には国会の合理的な

立法裁量に委ねるとともに，その立法に当たっては，個人の尊厳と両性の本質

的平等に立脚すべきであるとする要請，指針を示すことによって，その裁量の

限界を画したものといえる」と述べる。 

被告は，上記判示前半部分に藉口して，立法裁量による正当化を試みるかも

しれない。 

しかし，こと本件規定に関する限り，立法府の裁量はそもそも観念する余地

がなく，本件規定の目的や手段の合理性，必要性が裁判所により厳しく審査さ

れねばならない。以下要点を述べる。 

１ 本件規定は，「配偶者の選択」という婚姻制度の中核に対し，直接のかつ

法律上の制約を加え，さらに制約が半永久的であること 

第一に，人が婚姻の相手方を自分で決めうることは，所有権の絶対と並ぶ

近代市民法の原理であり，近代的婚姻の本質的属性である（甲Ａ１６・青山

道夫・有地亨編『新版注釈民法(２１)〔復刊版〕』〔青山道夫・有地亨〕（有斐

閣，１９８９年）１５２頁。我妻栄『法律学全集 家族法』（有斐閣，１９６

１年）９頁同旨。訴状２３頁）。 

したがって，法律が「配偶者の選択」を制約しようとする場合，それは制

度の「詳細」（前掲再婚禁止期間大法廷違憲判決参照）の問題ではありえず，

当該立法が許容されるためには，強い正当化事由が必要である。そのことは，

憲法２４条２項が，法律が，個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚すべきこ

とを定めるに際し，真っ先に言及しているのが「配偶者の選択」であること

にも表れている。 

本件規定は，「配偶者の選択」という婚姻の中核的要素に制約を課す。誰と

婚姻するかは婚姻という行為の中核的要素であり，本件は，この婚姻の中核

要素に関して，法律上同性の場合に一律に排除する法律が許されるか否かが
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問われている。それは制度の「詳細」や「具体的制度の構築」などではない。 

第二に，本件規定は，婚姻の自由に対し，直接のかつ法律上の制約を加え

ている。 

最高裁は，夫婦同氏を定める民法７５０条について，「婚姻をすることに

ついての直接の制約を定めたものではない」「婚姻をすることが事実上制約

されることになっている」と述べた（夫婦同氏規定大法廷合憲判決 最大判

平成２７年１２月１６日民集６９巻８号２５８６頁）。民法・戸籍法による

夫婦同氏制の憲法適合性に関する上記判決の結論の当否はおいても，本件の

制約が，上記に言う「直接のかつ法律上の制約」であることは疑いない。 

その上，女性に対する再婚禁止期間規定のように時が経過すれば婚姻でき

る場合と異なり，本件規定は，同性愛者である限り永久的に婚姻を許さない

のであるから，本件規定は，同性愛者の婚姻の自由に対する永続的な制約で

もある。 

本件規定は婚姻の自由という憲法上の人権に対する，「直接のかつ法律上

の制約」であり，永続的制約である以上，侵害の程度は極めて強度かつ甚大

であることを考えると，本件に関して立法府の裁量を観念することはできず，

本件規定の目的，規制手段の合理性・必要性が裁判所によって厳格に審査さ

れなければならない。  

２ 婚姻という重要な法的地位が対象であること 

 第三に，人が自ら望んだ相手と婚姻することは，実りある人生を謳歌する

ために必要不可欠な事柄である。 

訴状「第６の２（３）」（訴状４４頁～５１頁）で論じたとおり，婚姻が日

本における様々な地位・効果と密接に関わっていることからすれば， 国籍

法違憲判決（最大判平成２０年６月４日民集６２巻６号１３６７頁）が，国

籍について，「公的資格の付与，公的給付等を受ける上で意味を持つ重要な

法的地位」であると述べたところと同様，婚姻も，「公的資格の付与，公的

給付等を受ける上で意味を持つ重要な法的地位」に該当するといえる。  

   本件規定が同性愛者に対して否定するのは，人にとって必要不可欠な事

柄であり，かつ，「重要な法的地位」であるから，本件規定の憲法適合性に
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ついては裁判所が積極的に検討すべきであり，立法府の裁量を観念すべきで

ない。 

３ 性的指向は自分の意思で変えることが困難であること 

前述のとおり，性的指向は自分の意思でコントロールすることができず，

同性に対して性的関心を覚える指向性を変更することは困難である。本件規

定は，自らが選択したのでない属性によって，同性愛者から永久的に婚姻と

いう選択肢を剥奪するものである。その是非の判断は立法府の裁量に委ねら

れるべきではなく，裁判所が厳格に審査せねばならない。 

４ 同性愛者等は政治的に少数者であること 

また，本件規定は，同性同士の婚姻を排除するものであり，同性愛者等の

婚姻の利益をはく奪するものである。同性愛者等は政治的に少数者であり，

社会的に偏見や差別を受けてきた歴史がある。このような集団に対する差別

に関わる問題については，社会の差別感情や敵意のために，憲法が予定する

民主政治のプロセスがよく機能することは困難であり，立法府の裁量を認め

ることは，結局，人権侵害を等閑視することに他ならない。 

この意味でも立法裁量を認める余地は無い。 

５ 小括 

   以上のとおり，本件規定の憲法適合性に関しては，立法府の裁量を観念す

る余地はなく，裁判所は厳格に憲法適合性を審査すべきである。 

 

第４ 結論 

 以上のとおり，法が「個人の尊厳」に立脚することを求める憲法２４条２項

に照らして本件規定の憲法適合性を審査すれば，本件規定に合理性はなく，本

件規定は，憲法２４条１項及び憲法１４条１項に違反するとともに，憲法２４

条２項にも違反し違憲である。 

以上 


